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尼総企第 488 号 

裁   決   書 

審査請求人 〇〇〇〇〇 

処 分 庁 兵庫県尼崎市長 

審査請求人が令和３年１月１９日にした、処分庁尼崎市長（以下「処分庁」という。）

による令和２年１０月１９日付け公文書部分開示決定通知書に係る審査請求（令和２年度

審査請求第４号。以下「本件審査請求」という。）について、次のとおり裁決する。 

主   文 

本件審査請求に係る原処分において開示しないとされた部分のうち、令和２年１０月

８日付けの公文書開示請求書（以下「本件開示請求書」という。）別紙第１項から第３項

までに該当する文書を開示とする。なお、その余の部分は原処分のとおりとする。 

事案の概要 

１ 審査請求人は、令和２年１０月８日、尼崎市情報公開条例（平成１６年尼崎市条例第

４７号。以下「条例」という。）第５条及び第６条第１項の規定に基づき、処分庁に対

し、本件開示請求書を提出して、本件開示請求書別紙第１項から第７項までに掲げる

公文書（以下「本件開示請求文書」という。）の開示請求を行った。 

２ 処分庁は、本件開示請求文書を特定し、うち本件開示請求書第１項から第３項に掲げ

る文書について次のとおり特定した。 

（１）本件開示請求書別紙第１項に掲げる文書（同項①の電話連絡に係るものに限る。） 

平成２９年５月２２日の審査請求人の職員と尼崎市経済環境局経済部地域産業課

（以下「地域産業課」という。）の職員との電話の内容及び尼崎市内部での協議内容

が記載された文書（以下「本件対象文書１」という。）並びに平成２９年５月までの

審査請求人の動向及び同年における審査請求人と尼崎市とのやり取りの内容並びにこ

れらを踏まえた尼崎市内部での協議結果が記載された平成２９年６月１日付けの文書

（以下「本件対象文書２」という。） 
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（２）本件開示請求書別紙第１項に掲げる文書（同項②の電話連絡に係るものに限る。） 

本件対象文書１ 

（３）本件開示請求書別紙第１項に掲げる文書（同項③及び④の電話連絡に係るものに限

る。） 

   本件対象文書２ 

（４）本件開示請求書別紙第２項に掲げる文書 

平成３０年７月２日の審査請求人の職員と地域産業課の職員との面談内容が記載さ

れた同日付けの文書（以下「本件対象文書３」という。） 

（５）本件開示請求書別紙第３項に掲げる文書 

平成３０年１１月２２日の審査請求人の職員と地域産業課の職員との面談内容及び

尼崎市の内部での協議内容が記載された同日付けの文書（以下「本件対象文書４」と

いう。） 

３ 処分庁は、特定した文書のうち、本件対象文書１ないし４については条例第７条第３

号（のちに第６号を追加）に該当するとして開示しない部分とし、本件開示請求書別

紙第４項に掲げる文書は不存在として、本件開示請求書別紙第６項から第７項に掲げ

る文書については条例第７条第６号に該当するとして開示しない部分とし、これらの

情報を除いた部分を開示する旨の決定（以下「本件処分」という。）を行い、公文書部

分開示決定通知書（令和２年１０月１９日付け尼産第４２５０号の２）（以下「決定通

知書」という。）により審査請求人に通知し、本件開示請求文書として特定した文書の

写しを審査請求人に交付した。 

４ 審査請求人は、令和３年１月１９日、本件処分について開示しないとされた部分のう

ち、本件開示請求書別紙第１項から第４項に該当する文書の開示を求める審査請求を

行った。 

審理関係人の主張の要旨 

１ 審査請求人の主張 

本件審査請求において、審査請求人が主張している審査請求の趣旨及び理由は、お

おむね次のとおりである。 

（１）趣旨 

   本件処分のうち、本件開示請求書別紙第１項から第４項に掲げる文書を、不開示と

した部分を取り消し、開示するとの決定を求める。 

（２）理由 

  ア 理由の追記 

処分庁は、決定通知書において、本件開示請求書別紙第１項から第３項に掲げる

文書の開示をしない部分の理由を、条例第７条第３号に該当するためとしながら、

令和３年２月２６日付け弁明書においては、条例第７条第３号に加えて同６号にも

該当すると主張している。これは、審査請求を受けて初めて行った主張であり、

（言わば後出しじゃんけんであって）著しく不適切と言わざるを得ない。処分庁の
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手続違反は明らかである。 

  イ 不開示理由該当性 

（ア）法人情報該当性（条例第７条第３号ア該当性） 

決定通知書に記載された開示しない部分の理由は、「法人の事業活動に係る秘

密に関する情報であるため（条例第７条第３号該当）」とされているが、審査請

求人自身が秘密にすることによる利益を放棄しているのであるから、他の法人の

事業活動の秘密に関する情報を除いては開示可能であって、同号を理由とする不

開示の決定は理由がない。 

（イ）事務事業情報該当性（条例第７条第６号イ該当性） 

処分庁は、決定通知書において、本件開示請求書別紙第１項から第３項に掲 

げる文書の開示しない部分の理由を、条例第７条第６号イに該当するとしている

が、本来、行政庁は土地情報、土地の売却等の手続的知識及び政策的判断の基準

について公にする必要性があることから、条例第７条第６号イには該当しない。 

 ウ 文書不存在 

処分庁は、本件開示請求書別紙第４項に掲げる文書は不存在としているが、審査

請求人は、平成３０年１２月１９日、尼崎市に対し電子メールにて、尼崎市●●町

●丁目●番●●の土地（以下「本件土地」という。）の譲渡申出を行った。これに

ついて、尼崎市から審査請求人に対し、翌年２月８日、本件土地を売却しないとの

結論が伝えられた。その際、尼崎市の担当者は、内部にて協議を行ったことを説明

した。よって、当該協議、決裁に関して当然に文書が作成されているはずであり、

「不存在」とする処分庁の主張はありえない。

２ 処分庁の主張

本件審査請求において、処分庁が主張している弁明の趣旨及び理由は、おおむね次

のとおりである。

（１）趣旨 

   本件審査請求を棄却するとの裁決を求める。 

（２）理由 

  ア 理由の追記 

公文書の不開示決定又は部分開示決定を行うに当たり、複数の不開示理由に該当

することを認識していた場合に、全ての不開示理由を開示請求者に提示しなければ

ならない義務はなく、処分時以降の処分理由の補足を一切許さないとする理由はな

い。決定通知書において提示しなかった条例第７条第６号にかかる不開示理由を主

張することは、許される。 

  イ 不開示理由該当性 

  （ア）法人情報該当性（条例第７条第３号ア該当性） 

本件対象文書１ないし４には、尼崎市の土地取得、賃借等に関する審査請求 

人及び尼崎市の意向や審査請求人と尼崎市との交渉内容等の情報が記載されてい

る。これらが公にされると、審査請求人の同業者等による競争が生じるおそれや、

審査請求人の事業活動、経営方針等内部事情が明らかになるおそれがある。よっ

て、これらは法人等の事業活動に係る秘密に関する情報であり、法人等の権利、
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競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるものと認められ、条例第７

条第３号アに該当する。また、同号ただし書には該当しないため、不開示とする

ことは妥当である。 

（イ）事務事業情報該当性（条例第７条第６号イ該当性） 

本件対象文書１ないし４が公にされると、尼崎市の土地の売却等の手続的知 

識や政策的判断の基準が明らかとなり、尼崎市が土地の売却等における交渉を優

位に進めることが困難になる可能性がある。よって、契約、交渉等に係る事務に

関し、財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれのある情報と

して、条例第７条第６号イに該当する。 

ウ 文書不存在 

平成３０年１２月１９日に、審査請求人の職員から地域産業課の職員に対し、審

査請求人の理事会の議事録とともに、本件土地の取得の方向性などが記載された電

子メールが送信されたことは事実である。しかし、当該電子メールには、審査請求

人から、尼崎市に対する正式な通知文が添付されていなかったことから、これを

もって、本件土地取得に関する譲渡申出に該当するとは判断しなかった。そのため、

内部協議などは一切行っておらず、当該協議に関する資料等を作成したことはない。

よって、本件開示請求書別紙第４項に掲げる文書は、不存在として行われた不開示

の処分は、妥当である。 

理    由

１ 本件処分に係る不開示理由の追記について

（１）決定通知書の「公文書の開示をしない部分及びその理由」欄には、本件開示請求書

第１項から第３項に掲げる文書の開示をしない「理由」として、「条例第７条第１項

第３号に該当するため」との記載があるが、令和３年２月２６日付け弁明書では、更

に、条例第７条第６号イに該当するとの主張が加えられている。そこで、このような

処分理由の追記が許されるかが問題となる。 

（２）行政処分における理由の提示は、行政庁の判断の公平性を担保して恣意を抑制し

（恣意抑制機能）、処分の相手方が審査請求他不服申立て等を提起して争う場合の便

宜となる（争訟便宜機能）。そうである以上、全ての理由は処分時に提示されるのが

望ましいことは言うまでもない。 

（３）もっとも、上記恣意抑制機能と争訟便宜機能は、処分の際に処分理由が一部では

あっても具体的に記載されているのであれば、その目的は一応実現されていると考え

られることから、行政側があとから理由を追記することは、処分の同一性を害さない

限りにおいては、違法又は不当とまでは言えない。 

（４）これを本件について見ると、上記（１）のとおり、処分庁は、本件処分の理由とし

て、決定通知書には、「条例第７条第１項第３号に該当するため」と記載し、弁明書

において、「条例第７条第６号イに該当する」と理由を追記したところであるが、当

該追記により、本件開示請求に対して、本件処分と異なる処分が生じるとは考えられ
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ず、本件処分の同一性が害されたとまでは言えない。 

（５）以上により、処分庁が、決定通知書において提示しなかった、条例第７条第６号に

かかる不開示理由を、審査請求の場において主張することは許されると解するべきで

あり、この点について手続違反を述べる審査請求人の主張は理由がない。 

２ 本件処分に係る不開示の適法性及び妥当性について

（１）法人情報該当性（条例第７条第３号ア該当性） 

ア 本人開示について 

審査請求人は、自らが秘密にすることによる利益を放棄しているのであるから、

条例第７条第３号アは適用されず、本件対象文書１ないし４の不開示の理由になら

ないと主張する。そこで、条例第７条第３号アが本人開示の場合にも適用されるか

が問題となるが、条例第５条は、全ての人の公文書開示を求める権利を保障してお

り、かつ条例には請求者の自己情報について配慮すべきとの規定も存在しない。す

なわち、条例は何人に対しても同様の回答をすることを前提としており、本人開示

に関して特別な扱いをすることを許容していないと解される。 

イ 判断基準について 

条例第７条第３号アは、法人等に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関

する情報で、「公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地

位その他正当な利益を害するおそれがあるもの」は不開示情報とすることを定めて

いる。公文書は市民の知る権利を保障するため、本来開示されるのが原則であるこ

とから、例外は広く解されるべきではなく、条例第７条第３号アに該当するか否か

は、開示請求に係る公文書を公にすることによって、法人等の「権利、競争上の地

位その他正当な利益」が害される蓋然性が客観的に認められることが必要と解され、

かつ、「権利、競争上の地位その他正当な利益」を害する蓋然性の有無については、

開示請求に係る公文書の外形的事実を前提として、当該法人等の性格や権利利益の

内容・性質などに応じ、当該権利利益を保護する必要性、当該法人等の行政との関

係等を総合考慮して判断すべきである。 

ウ 本件対象文書１ないし４について 

以上を踏まえて、本件対象文書１ないし４を検討したところ、これらは平成２９

年５月２２日から平成３０年１１月２２日の間に作成された文書であって、本件開

示請求書が、令和２年１０月８日に提出されたことに鑑みれば、最も新しいもので

も開示請求の２年近く前に作成されたことになる。処分庁は、情報が公になると土

地取得に関する競争が生じるおそれや請求人の事業活動等の内部情報が明らかにな

るおそれがあり、法人等の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれが

あると主張する。しかし、一般的な経済等の活動において、２年前の情報が明らか

になることで法人等の正当な利益を害するようなことはまれであり、本件処分にお

いては、既に「▲▲▲▲▲▲▲▲の廃校について」との公文書が開示されているこ

とも併せて考えれば、少なくとも、何らかの個別具体的な事情（特段の事情）がな

い限り、そのようなおそれを認めることはできない。よって、本件対象文書１ない

し４の記載内容が開示されたからといって、法人等の正当な利益を害するような具

体的な情報が記載されているとは言えず、本件対象文書１ないし４を「公にするこ
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とにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害す

るおそれがあるもの」と認定することはできない。 

エ よって、本件対象文書１ないし４は、条例第７条第３号アには該当せず、開示 

されるべきである。 

（２）事務事業情報該当性（条例第７条第６号イ該当性） 

ア 判断基準について 

条例第７条第６号イは、尼崎市の機関が行う事務又は事業に関する情報であって、

公にすることにより、「契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、」尼崎市「の財産上

の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ」「その他当該事務又は事業

の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」は不

開示情報とすることを定めている。解釈に当たっては、条例第７条第３号アと同様

に、公文書は市民の知る権利を保障するため本来開示されるのが原則であることか

ら、不開示とする例外は広く解されるべきではない。すなわち、「財産上の利益又

は当事者としての地位を不当に害」し「事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼす」

「おそれ」とは名目的、抽象的な可能性では足りず、実質的、具体的に支障が生じ

る相当の蓋然性が認められることが必要と解すべきである。 

イ 本件対象文書１ないし４について 

以上を踏まえて本件対象文書１ないし４を検討したところ、確かに、審査請求人

と処分庁の交渉に関する記載は認められる。しかし、その内容はそれぞれの方針及

び当事者間のやり取りを簡潔に記載したものに過ぎず、処分庁の主張するような、

将来の交渉を有利に運べなくなるようなノウハウ等の記載は認められない。 

ウ よって、本件対象文書１ないし４は条例第７条第６号イには該当せず、開示され

るべきである。 

（３）文書不存在について 

処分庁によれば、本件開示請求書別紙第４項に掲げる文書は、そもそも作成してお

らず不存在とのことである。審査請求人は、平成３０年１２月１９日に審査請求人担

当者が土地取得に関する方針を記載した電子メールを処分庁に送信したと主張するも

のの、当該メールを送信した審査請求人担当者が、法人である審査請求人としての意

思表示を行う権限を付与されているとまでは言えない。そして、その内容については、

当該法人の内部協議の結果、本件土地については買取りの方向性となったことを連絡

する程度の記載であり、本件土地の売買又は譲渡に向けた法律効果を発生させるよう

な意思表示を行ったと認められるものではない。そのため、処分庁が当該メールに対

して、内部協議を行ったとは考えにくく、協議、決裁に関する文書を作成していると

は考えられない。 

これらのことから、本件開示請求書別紙第４項に関する文書の存在は認定すること

はできない。 

よって、本件開示請求書別紙第４項に掲げる文書は、不存在として行われた不開示

の処分は、妥当である。

３ 上記以外の違法性又は不当性についての検討 

  他に本件処分に違法又は不当な点は認められない。 
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４ 結論 

以上のとおり、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第４６条第１項の規定

により、本件審査請求には理由があることから、主文のとおり裁決する。 

令和４年８月２９日 

                     審査庁  尼崎市長  稲村 和美   

（教示） 

 １ この裁決については、この裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に、尼崎市を被告として、裁決の取消しの訴えを提起することができます。 

   ただし、この裁決の取消しの訴えにおいては、不服申立ての対象とした処分が違法

であることを理由として、裁決の取消しを求めることはできません。 

   処分の違法を理由とする場合は、この裁決があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内に、尼崎市を被告として（訴訟において尼崎市を代表する者は尼崎市

長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。  

 ２ ただし、上記の期間が経過する前に、この裁決があった日の翌日から起算して１年

を経過した場合は、裁決の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 

   なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの裁決があった日の翌日から起算

して１年を経過した後であっても裁決の取消しの訴えを提起することが認められる場

合があります。 


